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一般社団法人鹿児島県 LPガ ス協会会長様

鹿児島県危機管理局

消防保安課長

平成 26年 度鹿児島県液化石油ガス販売事業者等保安対策指針について (通知)

このことについて,別 添のとお り保安対策指針を定め,液 化石油ガス販売事業者及び

保安機関に対 し,法 令連守の徹底,組 織内のリスク管理の徹底,事 改防止対策及び 自然

災害対策を求めることとしました。

ついては,当 該指針の貴協会員への周知 とともに,LPガ スに係る保安の確保につい

ての一層の御協力をよろしくお願いします。
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平成 26年 度鹿児島県液化石油ガス販売事業者等保安対策指針

鹿児島県危機管理局消防保安課

本保安対策指針 は,経 済産業省が策定 した 「平成 26年 度液化石油ガス販売事業

者等保安対策指針」 に平成 25年 に鹿児島県で発生 した液化石油ガスの事故の発生

状況 と,平 成 25年 度 に鹿児島県で実施 した立入検査の状況 を追加 し,「平成 26

年度鹿児島県液化石油ガス販売事業者等保安対策指針」 として定めるものである。

第 1 保 安対策指針の位置付 け

1.自 主保安活動 を含 めた保安対策の着実な実施
「液化石油ガスの保安の確保及び取 引の適正化 に関する法律」 (昭和 42年 法律第 14

9号 。以下 「液石法」 という。)は ,液 化石油ガス販売事業者 (以下 「LPガ ス販売事業
者」 とい う。)及 び保安機関に対 して,一 般消費者等の保安 を確保す るために種 々の義務
を課 してお り,液 化石油ガス (以下 「LPガ ス」 という。)の 保安行政は これ らの保安規
制 を中心 として行われている。液石法による保安規制については,LPガ スの技術 の進展
への対応, 自主保安の向上を促す規制体系の構築,業 務委託の進展等業態の変化 に適応 し
た規制体 系の構築等 を背景 とした平成 8年 の液石法改正によ り,規 制の合理化 を図る中で

行政の事前規制による直接的関与 を必要最小限 としつつ,立 入検査等 による事後規制で法
令遵守 を確保す る体 系 となってお り,よ り実効性が高 く,自 主保安活動の推進 につながる

規制 とすることを基本 としている。
このため,LPガ ス販売事業者及び保安機関 (以下 「LPガ ス販売事業者等」という。)

は,液 石法の下で,法 令 を遵守する ことはもとよ り,自 主保安活動 を着実に実施 していく
ことが求め られている。

2.事 故の発生状況 と法令遵守の状況
(1)事 故の発生状況

・平成 25年 においては,LPガ ス事故の発生件数は 206件 であ り,平 成 24年 の
259件 か ら 53件 減少 し,近 年 3年 (平成 22年 ～ 24年 )の 平均 (230件 )
を下回 り4年 ぶ りに減少 した。

・被害状況については,
一死亡者数は 3人 であ り,平 成 24年 の 1人 か ら増加 し,近 年 3年 の平均 (2.3

人)を 上回つた。
一負傷者数は昭和 42年 以降で最 も少ない 52人 であ り,平 成 24年 の 85人 か ら

33人 減少 し,近 年 3年 の平均 (85。 3人 )を 下回った。 また,負 傷者数の う
ち B級 事故 における負傷者数 も 1人 と,平 成 24年 の 26人 か ら減少 し,近 年 3

年の平均 (17.3人 )を 下回つた。
・平成 25年 1～ 12月 の事故件数 (累計)の推移 をみると,例 年 と同様 に毎月十数件
の頻度で事故が発生 した ものの,雪 害 を除 く事故件数 (累積)の推移では,月 毎の事
改件数 (累計)は概ね例年よ り低い水準で推移 した。

・鹿児島県 の平成 25年 の LPガ ス事故の発生件数は 1件 であ り,平 成 24年 の 2件

か ら減少 している。
・被害状況 について死亡者 ・負傷者は平成 21年 以来,発 生 していなかったが,平 成

25年 の事故で作業員が 1名 ,軽 傷 を負った。
・事故の原 因は,清 掃作業 を行 うバーナーの器具栓 を閉止 していたが,作 業員の身体
が誤って器具栓 に触れて開いた ことでガスが漏えい し,使 用 中であった隣のバーナ
ーの火が引火 した ものである。



(2)法 令遵守の状況

① 経 済産業省本省

・平成 25年 度立入検査計画で 15社 (15事 業所)を 選定す るとともに,新 たに

問題等が発生 した事業者 2社 (2事 業所)を 追加 し,合 計 17社 (17事 業所)

を対象 に立入検査 を実施。その結果,重 大な法令違反 (禁止 されている保安業務

の再委託 を実施)が 確認 された保安機関 1社 に対 しガス安全室長の文書による厳

重注意 を行 ったほか,軽 微な不備が確認 された事業者 に対 し担当官 による日頭注

意 を行 った。

・立入検査 とは別 に,過 去 に虚偽の経験証明によって液化石油ガス設備士免状の不

正取得 をさせていた ことを自主 申告 によ り判明 した LPガ ス販売事業者 1社 に対

しガス安全室長 による厳重注意 を,認 可された一般消費者等の数を超えて保安業

務 を行 っていた ことが照会によ り判明 した保安機関 1社 に対 しガス安全室長によ

る日頭注意 を行 った。

② 産 業保安監督部

・平成 25年 度立入検査計画で 134社 (153事 業所)を 対象に立入検査 を行 う

こととし, 4月 か ら 12月 までの間に 107社 (126事 業所)に 対 し立入検査

を実施。その結果,重 大な法令違反 (認可 された一般消費者等の数 を超えて保安

業務 を実施,定 期供給設備点検及び定期消費設備調査の未実施,保 安業務結果の

帳簿への未記載,保 安機関による保安業務結果の販売所への未通知等)が 確認 さ

れた 15社 に対 し,産業保安監督部長 による厳重注意又は改善指示 を行 ったほか,

軽微な不備が確認 された事業者 に対 し担当官等か ら口頭又は文書による注意 を行

った。

③ 鹿 児島県

・県では 12事 業所 に立入検査 を実施 し,日 頭注意及び文書による改善指示 を行 っ

た。

(平成 25年 4月 ～平成 26年 3月 :大 島支庁の実績 を含む。)

(ア)定 期供給設備点検 ,容 器交換時等供給設備点検 を実施 した記録がなかった も

の 2件 ,液 化石油ガス設備士の変更届が出されていなかった もの 1件 につい

ては,鹿 児島県消防保安課長による文書指導 を行 った。

(イ)掲 示 してある 「液化石油ガス販売事業者証」の内容が現状 と一致 していなか

った ものについては,担 当者か ら口頭指導 を行 った。

3.保 安対策指針の策定

鹿児島県は,LPガ ス販売事業者等に対 して,

(1)事 業遂行の前提である法令の確実な遵守 と適切な保安対策 を実施す ること。

(2)時 代や社会の要請に応 じて 自主保安の高度化 を一層推進すること。

(3)液 化石油ガス業界団体が表明 した事故対策等保安対策 を,具 体的かつ確実に実施

すること。

(4)今 後の 自然災害の発生に備え,万 全の保安対策 を実施すること。

を求め,も って一般消費者等 に係る適切な保安の維持 ・確保 を図ることを要請す

るため, この指針 を策定する。



第 2 LPガ ス販売事業者等が講ずべき具体的な保安対策 (要請 4項 目)及 び重点事故防

止対策 3項 目

最近の事改の発生状況及び法令遵守の状況 を踏 まえ,平 成 26年 度 において,次 に掲 げ

る 4項 目をLPガ ス販売事業者等 に対 して要請する。

1.法 令遵守の徹底

2.組 織内の リスク管理の徹底及び 自主保安活動の推進

3.事 故防止対策

4.自 然災害対策

特 に,事 改防止対策 については,平 成 25年 の事故発生状況等か ら,

(1)CO(一 酸化炭素)中 毒事故の防止対策

(2)一 般消費者等 に起因する事故の防止対策

(3)LPガ ス販売事業者等に起因する事故の防止対策

を重点的に対応す ることを要請する。

その際,少 子化,高 齢化等社会経済情勢 を踏 まえた 自主保安活動 を実施す るとともに,

。一般社団法人全国 LPガ ス協会の 「LPガ ス安全安心向上運動」

・日本液化石油ガス協議会 ・地域液化石油ガス協議会の集 ま りである七協議会連絡

会議 (以下 「七協議会連絡会議」 という。)の 行動基準等

で実施することとされた項 目を自主保安活動に積極的に取 り入れ,具 体 的な取組 を行

うことが重要である。

1.法 令遵守の徹底

(1)経 営者の保安確保へ向けたコミッ トメン ト等

① 経 営の基本方針 として,法 令の連守,保 安の確保 を掲げること。

②  経 営者 自らが保安 に対する姿勢 を社内外 に明確 に表明 し,保 安確保の指導力を発

揮す ること。

③  経 営者の最 も重要な役割である保安組織体制の整備及び保安関連予算の確保 を図

ること。

(2)LPガ ス販売事業者等の義務の再認識

①  LPガ ス販売事業者は,保 安業務を委託 している場合で も,保 安機関に対 して,

保安業務の実施状況 について確実 に確認 を行 うこと。

②  保 安機関は,保 安業務の結果を確実 に委託元であるLPガ ス販売事業者 に通知す

ること。

(現状)

・平成 25年 度の立入検査において,保 安業務の実施結果 を委託元であるLPガ ス販

売事業者 に通知 していない保安機関が見受け られた。



(3)保 安教育の確実な実施

① 保 安教育を的確に実施する体制を整備するとともに,年間保安教育計画を策定 し,

保安教育が従業員に対 して確実に実施されるようにすること。

② 保 安教育の実施に当たっては,容 器交換時や設備工事 ・修理等の際の標準作業マ

ニュアルを作成する等,作 業手順の再確認及び徹底並びに定められた作業を的確

に実施できる技術力の向上を図るよう指導すること。

③ 販 売グループの中核 となっているLPガ ス販売事業者は,グ ループ内事業者に対

する保安教育を主導すること。

④ 経 済産業省及び鹿児島県が実施する地域保安指導事業等,各 地で実施される保安

講習会に積極的に参加すること。

(4)販 売所 ・営業所単位での保安確保

①  LPガ ス販売事業者は,販 売所 ・営業所の責任者が保安業務の監督責任者として

の自覚を持ち,業 務主任者とともに,保 安確保への取組を確実に実践すること。

②  LPガ ス販売事業者は,業 務主任者の職務 ・役割の社内規程類への明示による明

確化等,実 効的に機能する体制の整備を図ること。

(現状)
・平成 24年 度の立入検査において,点 検 ・調査結果等における未記入 ・誤記入を業

務主任者が見過ごしていた例が散見された。

③ 販 売所 ・営業所において法令遵守と保安業務の適切な実施が行われているかを本

社の保安管理部門等が確実に把握 し,不 足 ・不備があれば改めるとともに,内 部

監査の充実を図ること。

(現状)
・平成 23年 度において,本 社の保安管理部門が販売所 ・営業所の業務の実施状況を

把握 してお らず,法 令違反に至った事例があった。
・平成 25年 度の立入検査において,保 安機関においてLPガ ス販売事業者か ら受託

した保安業務を他の保安機関へ再委託 していた事例があつた。

(5)事 業譲渡時の保安業務の確実な実施

① 事 業譲渡を受ける場合は,譲 渡前の保安状況 (配管等の設置状況等を含む。)を

事前に確認し,保 安業務遂行の人員,日 数等を確保 し,保 安業務を実施すること。

② 譲 渡後も緊急時対応の基準内の確実な実施を含めた保安業務の実施状況について

再度確認をすること。

(6)バ ルク貯槽等の 20年 検査に向けた体制準備

①  LPガ ス販売事業者は,民 生用バルク供給システムに使用されているバルク貯槽

及び附属機器等のいわゆる 20年 検査に係る経済産業省,高 圧ガス保安協会等の

検討状況の把握に努めるとともに,高 圧ガス保安協会規格を参考に 20年 検査に

関する具体的な計画の策定及びその準備に着手すること。

(現状)
。高圧ガス保安協会は,経 済産業省の委託事業で作成した 20年 検査に関する手順

書 (案)を基に,次 の 3つ の 20年 検査 (告示検査)に 関する高圧ガス保安協会規

格 (KHKS)を 平成 26年 2月 に制定。

①バルク貯槽の告示検査等に関する基準 (KHKS0745)

②付属機器等の告示検査に関する基準 (KHKS0746)

③バルク貯槽及び附属機器等の告示検査等前作業に関する基準 (KHKS0841)



2.組 織内の リスク管理の徹底及び 自主保安活動の推進

(1)組 織内の リスク管理の徹底

現場の実態 に応 じて異なる リスクを把握 ・認識 し,適 切な対策 ・改善 を継続 して実施

す る 「リスクマネジメン ト」の考え方 を取 り入れ, リスク管理の徹底を図ること。そ

の際,自 主保安活動チェックシー トを活用 した 自主保安活動の自己診断を行 うことに

よ り,自 らの 自主保安の状況 を客観的に認識 し,保 安 レベルの向上に活用す ること。

(現状)
。自主保安活動チェックシー トの提出状況 :平 成 25年 度  56.1%(年 度途 中か ら実

施)(一 般社団法人全国 LPガ ス協会調べ)

(2)集 中監視 システムの導入等 による自主保安活動の推進

よ リー層の安全確保の観点か ら,一 般消費者 における保安管理状況が リアル タイムで

把握でき,そ の状況 に応 じた的確な対応 を迅速に行える集 中監視 システムの導入又は

導入 に向けた検討 を行 うこと。その際,集 中監視 システムの通信規格 については,国

際標準化 された規格 に配慮することが望ましい。 (別紙 1)

(現状)
。認定液化石油力

｀
ス販売事業者の認定状況 :平 成 25年 4月 現在 273社 (認定割合 1.

3%)集 中監視システムの普及率 :26%(平 成 21年  集 中監視設置世帯 624万 世

帯 ,LPカ
ド
ス利用世帯 2,400万世帯.出 所 :資 源エネルキ

ドー庁 スマートメーター制度研究会調べ)

3.事 故防止対策

(1)CO中 毒事故の防止対策

①  業 務用厨房 におけるCO中 毒事故の防止対策

A.業 務用厨房の関係者に対する周知

(7)換 気 (給気及び排気)が 十分 に行われない と不完全燃焼 を起 こしCOが 発

生す るメカニズムや業務用厨房 においてひ とたび事故が発生 した場合,従 業

員 のみな らず来店者 をも巻 き込む こと等 について対面 によ り説明 し,換 気や

清掃 ・メンテナ ンスの重要性 について,業 務用厨房の所有者 ,従 業員等 の理

解 を促す こと。

(現状)
。平成 25年 にお いて は, 4件 の CO中 毒事故 の うち 3件 が業務用厨房で発

生 している。 これ らの原因は,い ずれ も換気扇,排 気設備の未使用 によるも

のであった。 またすいずれ も業務用換気警報器等 は設置 されていなかった。
・業務用厨房機器 の使用者等 ,一 般消費者 向けの CO中 毒事故防止 のための

注意喚起のための リー フレッ トを経済産業省のホームベージに掲載 (別紙 2)。

(イ)定 期消費設備調査等 の機会 に,業 務用厨房機器 の設置環境や使用状況 を確

認 し,業 務用厨房の所有者,従 業員,ア ルバイ ト等 に対 し,ガ ス機器 , レン

ジフー ド ・換気扇や排気 ダク トの清掃,修 理等 の定期的な清掃 ・メンテナ ン

スの必要性 を働きかけること。

(現状)
・ガス機器 の定期 的な清掃や メンテナ ンス に関す る注意喚起 のための リー フ

レッ ト(総務省消防庁 と連名)を 経済産業省のホームページに掲載 (別紙 3)。
・業務用厨房機器 を維持管理す る際 に注意すべ き点等 について経済産業省の

ホームベージに公表。



②

(ウ)め んゆで器 の排気 口を閉塞 した ことによる CO中 毒事故の対象 とな ったメ

ーカー製のめんゆで器 (同一型式及び類似型式)で あって,ま だ対策が取 ら

れて いな いものを発見 した場合 は,そ の使用者 に対 しメーカーの対応 を紹介

し,対 策 を促す こと。

(現状)

。平成 24年 2月 に発生 した岐阜県 の体験施設 にお けるめんゆで器 に係 る C

O中 毒 の事故発生後,メ ーカーは,使 用者に対 し注意喚起するとともに,排

気筒を延長するカバー (高さが高 く,上 面に物が置けないよ う傾斜が付いて

いる。)を 作成 し,警 告 シール とともに無償で提供する対策 を実施 中。また,

平成 25年 6月 に 日本厨房工業会,め んゆで器 メーカー等 と開催 したそば釜

等事故対策会議で業務用厨房実態調査の結果や最近の事故状況 について説明

し,事 故防止のための情報交換 を実施。

B.業 務用換気警報器 ・CO警 報器の設置の促進

業務用厨房の使用者や所有者 に対 して,業 務用換気警報器 ・CO警 報器の設

置の促進 を引き続き継続すること。

(現状)

・七協議会連絡会議では 「業務用 CO中 毒 の事故対策機器 の普及状況の実態

調査」 を 3項 目の行動基準の一つ としてお り,平 成 25年 12月 末現在,普

及率は 64%(全 216社 中 回 答率 95%)。

ボイ ラーにおけるCO中 毒事故の防止対策

(ア)ホ テル ・旅館 ・学校 においては,厨 房だけでな くボイ ラー にお ける C① 中毒

事故が発生 している ことか ら,引 き続き,ホ テル ・旅館等 に対す る周知活動 を

通 じて,注 意喚起 を継続的に実施すること。

(現状)

・平成 21年 1月 に鹿児島本県 の高校 において,同 年 6月 に山 田県 のホテル に

お いて,い ずれ もボイ ラーの不完全燃焼及び排気不 良によ り,そ れぞれ 18

名 , 22名 (うち 1名 死亡)の 被害を伴 うCO中 毒事故が発生。

・ホテル ・旅館等でのボイ ラー による CO中 毒事故防止のための注意喚起 のた

めの リー フレッ トを経済産業省のホームページに掲載 (別紙 4)。

(イ)ホ テル ・旅館 ・学校等 の業務用ボイ ラーの使用者や所有者 に対 して,業 務用

換

気警報器 ・CO警 報器の設置の促進 を継続的に実施すること。

(現状)

・ホテル ・旅館 ・学校等 の業務用ボイ ラーの設置箇所 を含 む業務用厨房施設 に

おいて業務用換気警報器 ・CO警 報器の設置率は,平 成 25年 3月 末で 40.

7%(平 成 24年 3月 末 36.0%)(一 般社団法人全国 LPガ ス協会調べ)。



③ 住 宅 におけるCO中 毒事故の防止対策

(ア)長 期間使用 していないガス機器 を使用する ときには排気筒 に異常がないか を

確認 した上で使用す るよ う,様 々な機会 を通 じて一般消費者 に注意喚起す る こ

と。

(現状)

・平成 24年 12月 ,福 井県 の一般住宅 にお いて, 2名 が軽症 とな る CO中 毒

事改が発生。

FE式瞬間湯沸器の排気筒に鳥が巣を作 っていた ことで正常な排気がな されず,

屋内の排気筒の接続部が外れて いたため,COを 含 む排気が室 内に滞留 した

もの。

(イ)不 完全燃焼防止装置が付 いて いない古 いガス機器 については,製 造事業者等

による点検 を受 けるよ う,定 期消費設備調査等の機会 を通 じて一般消費者 に注

意喚起す ること。

(現状)

・不完全燃焼防止等の安全装置のな いガス機器 は,平 成 12年 度 は 189万 台

であつたが,平 成 25年 3月 末には 15万 台 まで減少。

・平成 25年 7月 ,神 奈川県 の共 同住宅 にお いて, 1名 が死亡 とな る CO中 毒

事故が発生。風 呂釜熱交換器 に付着 した付着物 の影響で燃焼効率が低下 し不

完全燃焼が起 こり,COを 含む排気が室内に滞留 した もの と推定。

(2)一 般消費者等 に起因する事故の防止対策

①  一 般消費者等 に対する周知等 による保安意識の向上

一般 消費者等 が正 しい LPガ ス及び関連機器 の取扱方法 を理解 し,実 行で きる

よ うにす るため,以 下のよ うな工夫 を図 りなが ら一般消費者等へ の周知活動 を実

施す ること。

・一般 消費者等 との接点 を増やすため,法 定 の定期点検 ・調査以上の頻度での一

般消費者宅の訪問

・一人暮 らしの大学 生,サ ラリーマ ン,高 齢者 ,介 護関係者等 に対 して は,ワ ン

ポイ ン トで具体 的な事故事例 をわか りやす く提示す る等 ,事 故防止 に向けた注意

喚起の実施

・コンロ清掃 ・料理教室等 のイベ ン ト,町 内会 ・自治会 ・婦人会等 との共 同の防

災訓練な どの地域貢献活動等 による消費者 との接点の強化

。事故事例 を身近な事例 として認識 して もらうため,経 済産業省のホームベージに

公表 されている実際の事故事例等の活用

(現状)

。消費機器管理 による事故防止 のための注意喚起 のための リー フ レッ トを経済

産業省のホームベージに掲載 (別紙 5)。

・一般社 団法人全国 LPガ ス協会 は,LPガ ス を安全 に使用す るためにパ ン

フレッ トを作成 し,LPガ ス販売事業者 を通 じて一般消費者等 に配布 (別紙

6)。



② 安 全な消費機器の普及促進

安全装置付 き風 呂傘 , Siセ ンサー コンロ等 の安全な消費機器 の普及 を促進す

る こと。

(現状)

・平成 25年 にお いては,原 因者等別 に見 る と,一 般消費者等 に起 因す る事故

によるものが最 も多 く,そ の中で も,風 呂釜 ,コ ンロの点火 ミス,立 ち消え

によるものが 32件 と最多であった。

・古 いタイ プの風 呂釜の使用方法 に関す る注意喚起及び安全性が向上 した風 呂

釜 の普及促進 のための リー フレッ トを経済産業省のホームベー ジに掲載 (別

紙 7)。

・安全なガス機器への交換促進 についての リー フレッ トをLPガ ス安全委員会

のホームベージに掲載 (別紙 8)。

・Siセ ンサー コンロ (注)の 出荷台数が平成 25年 9月 , 2,000万 台 を突

破。

(注)Siセ ンサーコンロとは,全 ての火 口に 「調理油過熱防止装置」,「立

ち消え安全装置」,「消 し忘れ消火機能」等の機能 を装備 した もの。

③  誤 開放防止対策の推進

(ア)ガ ス器具が接続 されていないガス栓のつ まみ を間違 って開けて しまうことを

防止す るため,ガ ス栓 のつ まみ部分 に被せ る 「ガス栓カバー」の設置 を促進す

ること。

(現状)

。「ガス栓カバー」の普及促進のための リー フレッ トを経済産業省のホームペー

ジに掲載 (別紙 9)。

・「ガス栓カバー」の出荷数は,平 成 23年 は 31, 394個 であったが,国 や

LPガ ス関係団体 による設置促進等 の取組 によ り,平 成 24年 は 406, 0

02個 と大 き く増加 し,平 成 25年 は 348, 776個 とな った (一般社 団

法人 日本エル ピーガス供給機器工業会調べ)(別 紙 10)。

・七協議会連絡会議では 「消費者 に起因す る LPガ ス事故の防止対策 としての

ガス栓 カバーの普及促進」 を行動基準の一つ としてお り,平 成 25年 12月

末現在で,実 施 中が 59%,実 施予定が 33%(全 216社中 回 答率 95%)。

(イ)誤開放防止対策の一環 として一 ロガス栓への切 り替えを検討すること。

④  ガ ス警報器の設置の促進等

LPガ スの漏 えいに起 因す る事故の防止 には,ガ ス警報器 の設置が効果的で あ

ることか ら,ガ ス警報器の設置の促進及び期限管理に取 り組む こと。

(現状)

・ガス警報器 の設置率は,平 成 24年 度末現在,共 同住宅で 91.2%,一 般

住宅で 72.5%(一 般社団法人全国 LPガ ス協会調べ)(別 紙 11)。

・ガス警報器工業会 は,平 成 24年 4月 か ら 3カ 年計画で,ガ ス警報器 の設置

率の向上及び期限切れ警報器の一掃 を目指 して 「リメイク運動」 を推進。



⑤  消 費設備調査の推進

(ア)消 費設備調査は法定事項であるが,普 及啓発の重要な機会 として とらえ,以

下のよ うな工夫 を図 りなが ら,一 般消費者等 に対す る LPガ スの理解増進 を図

ること。           、
・中学校理科教科書の CO中 毒 に関する記載 (別紙 12)や 漫画で解説 した副

読本 (別紙 13),外 国語 によるパ ンフの活用
・ガス請求明細の裏面 に注意事項等 を記載

(イ)消 費設備調査 を拒否す る一般消費者等 に対 しては,適 切 に実施 されな い場合

は事改の可能性 を増加 させ るものである ことか ら,事 改事例 の紹介の他 ,集 合

住宅 の場合 には管理人の理解 を得 る こと等 ,一 般消費者等 の理解 を得 られ るよ

う工夫 をこらして実施すること。

(ウ)不 在が続 く一般消費者等 に対 しては,十 分な書面での説 明,数 回にわたる継

続 的な訪問等十分な手続 きを踏んだ上で,当 該一般消費者等 の安全の確保 の観

点か ら一時的な閉栓 に踏み切 っているLPガ ス販売事業者 もあ り,保 安 の確保

の観点か らは参考 となる。

(工)消 費設備調査 の結果,機 器 の設置状況等 の改善が必要な場合であって も一般

消費者等 の理解が得 られな い場合は,放 置せず ,都 道府県等 の行政機 関 と相談

し,早 急な改善が図 られるよう対応すること。

(オ)学 校 ,公 民館等の公共施設は,ひ とたび事故 に至 ると大惨事 にな りかねない

ことか ら,設 備の期限管理等 について 自治体 をはじめ公共施設の関係者 に理解 ,

協力を促す こと。

⑥  リ コール対象品等への対応

消費生活用製品安全法 (昭和 48年 法律第 31号 。以下 「消安法」 とい う。)に

基づ く回収命令 の対象 とな って いるパ ロマ製半密閉式ガス瞬間湯沸器 について ,

引き続 き,空 き部屋等 も含 め, リフォーム時や点検 ・調査時 に遺漏な きよ う回収

対象機器の確認 を実施すること。

(現状)
・パ ロマ製半密閉式ガス瞬問湯沸器 は,LPガ ス販売事業者等 ,都 市ガス事業

者等 の協 力によ り平成 26年 1月 末 までに 529台 の対象機器が回収 されて

お り,平 成 25年 2月 時点以降の 1年 間でも新たに 13台 が回収 されてお り,

うち 7台 が LPガ ス機器である。
。この中には,開 栓状態で使用可能な もの として発見 された ものが前年 に引き

続き 1台 あった。
。また , リコール以前か ら部屋 を使用 していない等 の事情 によ りこれ まで発見

されず,空 き部屋か ら発見 された ものが 3台 あった (別紙 14)。
・リコール情報 については,下 記ホームベージを参照の こと。

製品安全ガイ ド :http://www.meti.go.ip/product_safety/recal1/index.htm

1

⑦  長 期使用製品安全点検制度への協力

LPガ ス販売事業者等 は,消 安法上,保 安点検 ・調査又は周知等 の際 に,長 期

間の使用 に伴 い生ず る劣化 によ り安全上支障が生 じ,特 に重大な危害 を及 ぼすお

それ の多 い機器 につ いて,一 般消費者 に対 し,製 造又は輸入事業者 に対す る所有

者情報 の登録や変更が必要で ある ことな どを周知す る又は リー フレッ ト等 を配布

す るな どの協力の責務 を確実に果たす こと。

(現状)
・製品 (屋内式ガス瞬間給湯器 と屋内式ガス風呂釜)の 販売事業者 によっては,

長期使用製品の購入者 に対 し当該製品の安全点検制度 を説明す るとともに,

必要に応 じてユーザー登録はがきの代行投函 を行 っている。



(3)LPガ ス販売事業者等 に起因する事故の防止対策

① 供 給管 ・配管の事故防止対策

(ア)埋 設管 は,腐 食 しにくいポ リエテ レン管 (PE管 )等 への取 り替えを促進す

ること。

(イ)他 工事業者 による埋設管破損 を防止す るため,LPガ ス販売事業者は,ガ ス

供給設備周辺で他工事 の計画がある場合 は,確 実 にLPガ ス販売事業者 に知 ら

せ るよ うに一般消費者等 に対 して周知す るとともに,原 則 として工事 の際 に立

ち会 うこと。また,酸 欠事故防止 に向けた対応 を図ること。

(現状)
。平成 18年 か ら25年 までに発生 した事故のおよそ 1割 が 「他工事業者 によ

る事故」で ある ことを踏 まえ,ガ ス供給設備周辺で工事 を行 う場合は,事 前

にLPガ ス販売事業者 に知 らせ るよ う,国 土交通省及び厚生労働省 を通 じて,

建設工事関係事業者に対 し注意喚起 を実施 (別紙 15)。
・他工事 による事故防止 についての注意喚起のための リー フレッ ト (厚生労働

省 と連名)を 経済産業省のホームベージに掲載。 (別紙 16)。
・平成 25年 11月 ,熊 本県 内の町道でガス埋設供給管取替え工事 において 1

名が死亡 となる酸欠事故が発生。

(ウ)供 給管 ・配管 の工事 を行 う際は,事 故防止 のため,外 注先の特定液化石油ガ

ス設備工事 に係 る届出,液 化石油ガス設備士資格の有無及び再講習の受講状況

を確認す ることによ り適切 に監督すること。

(現状)
。平成 25年 において,液 化石油ガス設備工事 において液化石油ガス設備士の

免状 を持たない者が工事 をしていた事例が確認された。

② 機 器の事故防止対策

(ア)調 整器 ,マ イ コンメーター,高 圧ホース,警 報器等 については,長 期使用 に

係る漏 えい事故が発生 して いることか ら,こ れ らの機器 の期限管理 を徹底 し,

期限内に確実に交換すること。

(現状)
・高圧ガス保安協会 による調整器 の事故 の分析結果 (平成 14年 か ら平成 23

年 に発生 した調整器 に関す る事故 186件 が対象)に よれ ば,使 用年数 に起

因す るもの 43件 の うち, 88%に 相 当す る 38件 が メーカーの交換推奨期

限で ある 7年 及び 10年 を超 えてか ら発生 してお り,こ れ らは交換推奨期限

以内に交換 されていれば事故の発生を未然に防げた ものである。
・七協議会連絡会議では 「事業者 に起 因す る LPガ ス事故の防止対策 としての

調整器 の期限管理 の実態調査」 を 3項 目の行動基準 の一つ としてお り,平 成

25年 12月 末現在,メ ーカーの交換推奨期限 を超 えて使用 されて いる調整

器の割合は, 1.5%(全 216社 中 回 答率 95%)。

(イ)充 填容器等の接続 ,消 費機器の交換 ・修理等の作業手順の確認,作 業終 了後

の検査等 を確実 に行 うこと。

(現状)
・平成 25年 において,一 般消費者等か らの連絡 を受 けて LPガ ス販売事業者

等が対応 した際 に工事 ミス ・作業 ミスによ り発 生 した事故が 9件 あ り,う ち

2件 でそれぞれ一般消費者等が 1名 負傷 している。

(ウ)閉 栓先において,充 填容器等が長期 にわたって放置 されて いた ことよる容器

の腐食 による漏 えい事故 も発生 して いる ことか ら,不 要な充填容器等 の撤去 を

確実 に進めること。



③  バ ルク供給 に係る事故防止対策

これ までに発生 したバルク供給での事故事例や ヒヤ リハ ッ ト事例 を共有するとと

もに,安 全弁の交換作業マニュアル等 を活用することによ り作業手順の確認 を十分

に行 い,事 故防止の徹底を図ること。

(現状)

・平成 25年 はバル ク供給 にお ける負傷者 を伴 う事故 はなか った ものの,平 成

23年 は安全弁 の交換作業 ミスによる負傷者 を伴 う事故が発 生 してお り,平

成 24年 は液面計のフランジ部 に係 る作業 ミスによる負傷者 を伴 う事故が発

生 した。原 因はいずれ も作業手lllBの確認が不足 して いた ことによるもので あ

った。

(4)そ の他

①  質 量販売に係る事故防止対策

(ア)質 量販売の際 も法令で求め られて いる供給 開始時調査や定期消費設備調査 に

つ いて,確 実 に実施す ること。 また,質 量販売先の一般消費者等 に対 し,質 量

販売事故防止のための リーフレッ ト等 による周知 を行 うこと。

(現状)

・平成 25年 の質量販売 にお ける事故 7件 の うち, 4件 で負傷者 を伴 う事故が

発 生 して いる。 また,消 費者が屋内で使用す るもの を,屋 外 で使用す る もの

と勘違 い して,容 器 と配管 を接続せず に販売 して いた等 の法令違反が 2件 認

め られた。

・質量販売事改防止 についての注意喚起のための リー フ レッ トを経済産業省 の

ホームベージに掲載 (別紙 17)。

(イ)LPガ ス販売事業者等 による保安業務の実施が困難な山小屋等 に対す る質量

販売 につ いて,液 石法施行規則第 17条 に基づ く特則承認 に基づ いて,山 小屋

等 に対す る質量販売の保安の確保のための業務 を確実 に実施すること。

(現状)

・平成 26年 2月 末時点の特則承認件数 :3事 業者 4件

②  積 雪又は除雪 ミスによる事故防止対策

積雪寒冷地でのがあった ときは,積 雪又は除雪 ミスに伴 う調整器 ,供 給管等 の損傷

によるガス漏れ等 を防止するため,供 給設備の点検 を確実 に実施 し,従 前以上に適

切な落雪対策 を講 じるとともに一般消費者等への注意喚起 を図ること。

(現状)

・平成 25年 は雪害 による事故が 38件 であ り,平 成 23年 , 24年 に比べ減

少 した ものの,雪 害 による事故発生件数は依然 として高い水準 となっている。

平成 26年 2月 末時点で 31件 発生 (速報ベース)。

・よ り効果的な雪害対策 に資す るため,容 器 の接続方法等 に着 目した対策 をま

とめ,経 済産業省のホームベージに掲載。

・LPガ ス設備 の雪害対策 の普及促進のための リー フレッ トを経済産業省 のホ
ームベージに掲載 (別紙 18)。



4.自 然災害対策

(1)「 東 日本大震災 を踏 まえた今後の液化石油ガス保安の在 り方 について」 (平成 24年

3月 総合資源エネルギー調査会高圧ガス及び火薬類保安分科会液化石油ガス部会報告

書)及 び 「LPガ ス災害対策マニ ュアル」 (平成 25年 3月 経済産業省及び高圧ガス

保安協会)を 踏 まえ,災 害発生時における保安確保のための具体的な取組 について,

着実 に実施す ること。特 に,地 震等 による大規模災害 に備 え,容 器転倒防止の鎖又は

ベル トの二重掛 けの推進や新設又は取 り替え時等 におけるガス放 出防止型高圧ホース

等 の設置 を徹底する こと。 (別紙 19)

(現状)

。東 日本大震災 を踏 まえた今後 の液化石油ガス保安のあ り方 に関す る 「14の 対応

策」 については,行 政機関や LPガ ス関係団体 を通 じて,各 都道府県 LPガ ス協

会及び傘下の LPガ ス販売事業者等 に対 して通知す るとともに,平 成 25年 度は

全国各地で開催す る保安講習会等のテキス トに追加す る等 ,LPガ ス販売事業者

等 に対す る普及啓発 を行 うほか,各 都道府県 LPガ ス協会 に対 し対応策への取組

況 についてアンケー ト調査 を実施。

・ガス放出防止型高圧ホースの平成 24年 度末の普及率は 26%(推 定値)(一 般社

団法人 日本エル ピーガス供給機器工業会調べ)
。一般社 団法人全国 LPガ ス協会 は,平 成 26年 3月 に,一 般消費者等への周知活

動 として,災 害対策のための LPガ ス導入事例集 ,LPガ スの常時利用 を進めるた

めのパ ンフレッ トを作成 し,全 国各 自治体,消 費者団体等 に配付。 (別紙 20)

(2)仮 設住宅 におけるLPガ スの供給 に係 るLPガ ス販売事業者等 は,供 給設備の点

検 ,消 費設備の調査等の保安業務の確実な実施並びにガスの漏えい事故防止及びCo

中毒事故防止 に係 る一般消費者への注意喚起 について特 に留意 して取 り組む こと。

(現状)

・平成 24年 2月 に,宮 城県 の仮設住宅において,配 管用 フレキ管の埋設部 にさや

管が施 されていないものが見受け られた。


